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他保険からの負担金を原資とする支払基金からの支援金が 4 割、残りの 5 割を国・都道府県・
市町村が 4：1：1 で負担するものとされている。 
 ただし実際の費用負担比率はこの通りではない（図1参照）。まず保険料については、被保険
者の負担能力を勘案した保険料の軽減措置があるため、実際には 8％未満で推移している。後
                                                     
1 厚生労働省「医療制度改革の課題と視点」2001 年 3 月。 
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 期高齢者医療に関する政令の本則では、低所得者の均等割を 7 割、5 割、2 割軽減することが定
められている2。だが、制度導入初年度からここに特例が加わり、7 割軽減対象者をさらに 8.5
割軽減・9 割軽減としている。また、被用者保険の元被扶養者の均等割も 9 割軽減、所得割賦
課せずとされていたが、17 年度より 7 割軽減、18 年度より 5 割軽減となっている。これらの特
例軽減は今後縮小に向かう方向で検討されている。 
 なおこれらの本則軽減分は、元被扶養者分は別として、市町村：都道府県が 1：3 で負担する















給与所得 3.7％、事業所得 1.5％、農業・山林所得 1.0％となっている。「所得なし」の被保険者
                                                     
2 「高齢者の医療の確保に関する法律施行令」（2007 年政令第 318 号）第 18 条第４項第 3



















































































料軽減の対象となっている。08 年度には法定軽減に加えて 9 割軽減がすでに導入されており、
翌年度からさらに 8.5 割軽減が導入されている。なお、17 年度には 9 割軽減が急減しているが、
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図2 後期高齢者軽減被保険者数の比率（％）
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では 2 自治体の 8 地区（いずれも兵庫県内）にと
どまっている。 












                                                     
3 「高齢者の医療の確保に関する法律」（1983 年法律第 80 号、最終改正 2017 年法律第 52











2008 8.26 45,240 7.29 39,960
2009 8.26 45,240 7.29 39,960
2010 8.26 45,240 7.61 41,760
2011 8.26 45,240 7.61 41,760
2012 9.33 47,520 8.97 45,720
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 後期高齢者医療では、2 年ごとに保険料の見直しがなされるが、県内均一保険料は 2012 年度
に大幅な引き上げがなされた後、2019 年度分まで均等割・所得割とも据え置かれている。これ




















による軽減（7 割、5 割、2 割軽減）に関しては、市町村と都道府県が 1:3 の割合で負担し、特

























































































                                                     
4 地方交付税制度研究会編『平成 28 年度地方交付税制度解説（単位費用篇）』地方財務協
会、2016 年、203 ページ。 
5 地方交付税制度研究会編『平成 28 年度地方交付税制度解説（補正係数・基準財政収入
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川県の 2016 年度ベースの医療費地域差指数（後期高齢者医療、年齢調整後）は、1.037 と全国
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⾦沢市 44 9680 2187 2350 408 221 453 
七尾市 7 1488 257 185 41 31 88 
⼩松市 12 1293 313 123 72 44 115 
輪島市 1 199 - 49 24 13 4 
珠洲市 1 195 - 32 10 6 - 
加賀市 6 1256 299 334 49 25 38 
⽻咋市 1 174 - - 19 14 18 
かほく市 3 639 400 239 21 9 - 
⽩⼭市 4 539 30 53 67 33 45 
能美市 3 514 - 215 28 12 6 
野々市市 3 529 268 201 49 24 89 
川北町 - - - - 4 3 15 
津幡町 2 139 - 79 23 10 - 
内灘町 2 915 36 80 15 9 - 
志賀町 2 152 - 92 9 8 19 
宝達志⽔町 1 100 - 40 5 3 - 
中能登町 - - - - 7 6 - 
⽳⽔町 1 100 - - 11 4 - 










表 3 ⼆次医療圏別の⼀般病床⼊院患者の住所地分布（％） 
→施設所在地 
総数 南加賀 ⽯川中央 能登中部 能登北部 
↓患者住所地 
総数 100.0 17.6 63.4 13.9 5.2 
南加賀 100.0 80.7 19.3 0.0 0.0 
⽯川中央 100.0 1.6 98.0 0.4 0.0 
能登中部 100.0 0.2 23.5 76.2 0.0 





資料：『⽯川県医療計画』2018 年 2 ⽉。 
Ⅲ　地域福祉・コミュニティグループの調査・研究活動とその成果
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